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○ 福岡市保健福祉審議会条例 

(平成19年福岡市条例第11号)  

 

 

（設置） 

第１条 社会福祉をはじめとした保健福祉施策を総合的に推進するため，社会福祉法（昭

和26年法律第45号。以下「社福法」という。）第７条第１項に規定する地方社会福祉

審議会６P，障害者基本法（昭和45年法律第84号。以下「障基法」という。）第26条

第１項に規定する地方障害者施策推進協議会９p及び精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律(昭和25年法律第123号。以下「精神保健福祉法」という。）第９条第１項に

規定する地方精神保健福祉審議会９pとして，福岡市保健福祉審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，次に掲げる事項について調査審議し，市長の諮問に答え，意見を述べ

るほか必要な事務を処理するものとする。 

(1) 社福法第７条に規定する社会福祉に関すること。６p 

(2) 障基法第26条第２項に規定する障がい者施策に関すること。９p 

(3) 精神保健福祉法第９条に規定する精神保健及び精神障がい者福祉に関すること。９p 

(4) その他市長が特に必要と認めること。 

（組織） 

第３条 審議会は，委員35人以内で組織する。 

２  特別の事項を調査審議するため必要があるときは，審議会に臨時委員を置くことがで

きる。 

（委員） 

第４条 審議会の委員及び臨時委員は，社福法第９条に規定する者のうちから，市長が任

命する。 

２ 委員の任期は，３年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

４ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解任されるものと

する。 

５ 委員及び臨時委員は，その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も，また同様とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 審議会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，

その職務を代理する。 



 - 2 -

（会議） 

第６条 審議会の会議は，委員長が招集し，委員長がその議長となる。 

２ 委員長は，委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは，審

議会を招集しなければならない。 

３ 審議会は，委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ，会議を開

くことができない。 

４ 審議会の議事は，出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し，

可否同数のときは，委員長の決するところによる。 

（専門分科会） 

第７条 審議会は，専門の事項を調査審議するため，次の各号に掲げる専門分科会を置き，

当該各号に定める事項を調査審議するものとする。 

(1) 地域保健福祉専門分科会 地域保健福祉に関する事項 

(2) 高齢者保健福祉専門分科会 高齢者の保健福祉に関する事項 

(3) 障がい者保健福祉専門分科会 社福法第11条第１項に規定する身体障がい者の福

祉に関する事項６pその他障がい者の保健福祉に関する事項 

(4) 健康づくり専門分科会 健康づくりに関する事項 

(5)  民生委員審査専門分科会 社福法第11条第１項に規定する民生委員の適否の審査

に関する事項６p 

２ 審議会は，前項各号に定める事項以外の事項を調査審議するため，必要に応じその他

の専門分科会を置くことができる。 

３ 専門分科会の委員は，審議会の委員及び臨時委員のうちから委員長が指名する。 

４ 専門分科会に専門分科会長（以下この条において「分科会長」という。）及び副専門

分科会長（以下この条において「副分科会長」という。）を置き，委員の互選によって

これを定める。 

５ 分科会長は，専門分科会の会務を総理する。 

６ 副分科会長は，分科会長を補佐し，分科会長に事故があるとき，又は分科会長が欠け

たときは，その職務を代理する。 

７ 専門分科会は，必要があると認めるときは，会議に参考人の出席を求め，意見を聴く

ことができる。 

８ 審議会は，法令に定めがあるもののほか，規則で定めるところにより，専門分科会の

決議をもって，審議会の決議とすることができる。 

９ 前条の規定は，専門分科会について準用する。この場合において，同条中「審議会」

とあるのは「専門分科会」と，「委員長」とあるのは「分科会長」と，「委員の４分の

１」とあるのは「専門分科会の委員の４分の１」と，「委員及び議事に関係のある臨時

委員」とあるのは「専門分科会の委員」と読み替えるものとする。 
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（審査部会） 

第８条 社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号)第３条第１項に規定する審査部会７p

は，障がい者保健福祉専門分科会に置くものとする。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は，保健福祉局において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，規則で定める。 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成20年４月１日から施行する。 

 （経過措置) 

２ この条例による廃止前の福岡市社会福祉審議会条例（平成12年福岡市条例第16号。

次項において「廃止前の社会福祉審議会条例」という。）による福岡市社会福祉審議会

並びにその委員長，副委員長，委員及び臨時委員は，それぞれ，この条例の施行の日（次

項において「施行日」という。）において，この条例の規定により置かれた審議会並び

にその委員長，副委員長，委員及び臨時委員となるものとする。 

３ 廃止前の社会福祉審議会条例による福岡市社会福祉審議会に置かれた地域福祉専門分

科会，高齢者福祉専門分科会，障がい者福祉専門分科会及び民生委員審査専門分科会並

びに審査部会並びにそれらの専門分科会長，専門分科会副会長及び専門分科会の委員は，

それぞれ，施行日において，この条例の規定により置かれた地域保健福祉専門分科会，

高齢者保健福祉専門分科会，障がい者保健福祉専門分科会及び民生委員審査専門分科会

並びに審査部会並びにそれらの専門分科会長，副専門分科会長及び専門分科会の委員と

なるものとする。 

４ この条例の施行の際現に委員である者の任期は，平成21年１月20日までとする。 

 （福岡市社会福祉審議会条例等の廃止） 

５ 次に掲げる条例は，廃止する。 

(1)  福岡市社会福祉審議会条例 

(2)  福岡市障がい者施策推進協議会条例（昭和52年福岡市条例第22号） 

(3)  福岡市精神保健福祉審議会条例(平成８年福岡市条例第15号） 
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○ 福岡市保健福祉審議会条例施行規則 

(平成20年福岡市規則第36号)  

 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は，福岡市保健福祉審議会条例(平成19年福岡市条例第11号。以下「条例」

という。)第10条の規定に基づき，福岡市保健福祉審議会(以下「審議会」という。)の運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(専門分科会) 

第２条 条例第７条第８項の規定により審議会の決議とする事項は，次の各号に掲げる専門

分科会の区分に応じ，当該各号に定める事項とする。 

(1) 地域保健福祉専門分科会 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条に規定する

市町村地域福祉計画７pに関する事項 

(2) 高齢者保健福祉専門分科会 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８第１

項に規定する市町村老人福祉計画 10pに関する事項及び介護保険法（平成９年法律第123

号）第117条第１項に規定する市町村介護保険事業計画 11pに関する事項 

(3) 障がい者保健福祉専門分科会 障害者基本法（昭和45年法律第84号）第９条第３項

に規定する市町村障害者計画８pに関する事項及び障害者自立支援法（平成 17 年法律第

123号）第88条第１項に規定する市町村障害福祉計画 12pに関する事項 

(4) 健康づくり専門分科会 健康増進法（平成14年法律第103号）第８条第２項に規定す

る市町村健康増進計画 13pに関する事項 

(5) 条例第７条第２項の規定により置かれた専門分科会 あらかじめ審議会の委員長が定

めた事項 

２ 専門分科会長は，専門分科会における調査審議の結果を審議会の委員長に報告するもの

とする。 

(部会) 

第３条 専門分科会長が必要と認めるときは，専門分科会に部会を置くことができる。 

２ 部会の委員は，専門分科会に属する委員及び臨時委員のうちから専門分科会長が指名す

る。 

３ 部会に部会長及び副部会長を置き，部会の委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は，部会の会務を総理する。 

５ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故があるとき，又は部会長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

(審査部会) 

第４条 条例第８条に規定する審査部会は，次に掲げる事項を調査審議するものとする。 

(1)  社会福祉法施行令(昭和33年政令第185号)第３条第１項に規定する身体障がい者の障

がい程度７pの審査 
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(2)  身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第２項に規定する医師の指定 13p

に当たっての意見 

(3)  更正医療を担当する医療機関の指定等に当たっての意見 

２ 前条第３項から第５項までの規定は，審査部会について準用する。 
 (規定外の事項) 

第５条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，審議会の委員長

が定める。 
附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成20年４月１日から施行する。 

（福岡市社会福祉審議会条例施行規則の廃止） 

２ 福岡市社会福祉審議会条例施行規則（平成12年福岡市規則第99号）は，廃止する。 
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○ 社会福祉法（抜粋） 

(昭和26年法律第45号)  

 

 

（地方社会福祉審議会） 

第７条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査

審議するため，都道府県並びに地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項

の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中

核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審

議会」という。）を置くものとする。 

２ 地方社会福址審該会は，都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し，

その諮問に答え，又は関係行政庁に意見を具申するものとする。 

（組織） 

第８条 地方社会福祉審議会は委員35人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは，地方社会福祉審議会に臨時委員を置

くことができる。 

（委員） 

第９条 地方社会福祉審議会の委員及び臨時委員は，都道府県又は指定都市若しくは中核市

の議会の議員，社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから，都道府県知

事又は指定都市若しくは中核市の長が任命する。 

 （委員長） 

第10条 地方社会福址審議会に委員の互選による委員長１人を置く。委員長は，会務を総理

する。 

（専門分科会） 

第11条 地方社会福祉審議会に，民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため，

民生委員審査専門分科会を，身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため，身体障

害者福祉専門分科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は，前項の事項以外の事項を調査審議するため，必要に応じ，老人

福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。 

（地方社会福祉審議会に関する特例） 

第12条 第７条第１項の規定にかかわらず，都道府県又は指定都市若しくは中核市は，条例

で定めるところにより，地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させるこ

とができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合に

おいては，第８条第１項中「35人以内」とあるのは「50人以内」と，前条第１項中「置く」

とあるのは「，児童福祉に関する事項を調査審議するため，児童福祉専門分科会を置く」

と読み替えるものとする。 

（政令への委任） 

第13条 この法律で定めるもののほか，地方社会福祉審議会に関し必要な事項は，政令で定

める。 
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（市町村地域福祉計画） 

第107条 市町村は，地方自治法第２条第４項の基本構想に即し，地域福祉の推進に関する

事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）

を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，住民，社会福祉を目的とする事業

を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるとともに，その内容を公表するものとする。 

(1) 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

(2) 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

(3) 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

 
 
 

 

○ 社会福祉法施行令（抜粋） 

(昭和33年政令第185号)  

 
 
（民生委員審査専門分科会） 

第２条 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は，当該都道府県又は指定都市若しくは中

核市の議会の議員の選挙権を有する地方社会福祉審議会（法第７条第１項に規定する地方

社会福祉審儀会をいう。以下同じ。）の委員のうちから，委員長が指名するものとし，その

数は10人以内とする。ただし，議会の議員のうちから指名される委員の数は，３人を超え

てはならない。 

２ 民生委員審査専門分科会に属す各委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的のため

に利用した場合は，当該委員について，委員長は，前項の規定による指名を取り消すこと

ができる。 

３ 民生委員審査専門分科会の決議は，これをもつて地方社会福祉審議会の決議とする。 

（審査部会） 

第３条 地方社会福祉審議会は，身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため，身

体障害者福祉専門分科会に審査部会を設けるものとする。 

２ 審査部会に残すべき委員及び臨時委員は，身体障害者福祉専門分科会に属する医師たる

委員及び臨時委員のうちから，委員長が指名する。 

３ 地方社会福祉事態会は，身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは，審査部会

の決議をもつて地方社会福祉審議会の決議とすることができる。 
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○ 障害者基本法（抜粋） 

（昭和45年法律第84号）  

 

 

（障害者基本計画等）  

第９条 政府は，障害者の福祉に関する施策及び障害の予防に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため，障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」

という。）を策定しなければならない。  

２ 都道府県は，障害者基本計画を基本とするとともに，当該都道府県における障害者の状

況等を踏まえ，当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「都

道府県障害者計画」という。）を策定しなければならない。  

３ 市町村は，障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに，地方自治法 

（昭和22年法律第67号）第２条第４項 の基本構想に即し，かつ，当該市町村における障

害者の状況等を踏まえ，当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以

下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。  

４ 内閣総理大臣は，関係行政機関の長に協議するとともに，中央障害者施策推進協議会の

意見を聴いて，障害者基本計画の案を作成し，閣議の決定を求めなければならない。  

５ 都道府県は，都道府県障害者計画を策定するに当たつては，地方障害者施策推進協議会

の意見を聴かなければならない。  

６ 市町村は，市町村障害者計画を策定するに当たつては，地方障害者施策推進協議会を設

置している場合にあつてはその意見を，その他の場合にあつては障害者その他の関係者の

意見を聴かなければならない。  

７ 政府は，障害者基本計画を策定したときは，これを国会に報告するとともに，その要旨

を公表しなければならない。  

８ 第２項又は第３項の規定により都道府県障害者計画又は市町村障害者計画が策定された

ときは，都道府県知事又は市町村長は，これを当該都道府県の議会又は当該市町村の議会

に報告するとともに，その要旨を公表しなければならない。  

９ 第４項及び第７項の規定は障害者基本計画の変更について，第５項及び前項の規定は都

道府県障害者計画の変更について，第六項及び前項の規定は市町村障害者計画の変更につ

いて準用する。 
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（地方障害者施策推進協議会）  

第26条 都道府県（地方自治法第252条の19第１項 の指定都市（以下「指定都市」という。）

を含む。以下同じ。）に，地方障害者施策推進協議会を置く。  

２ 都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会は，次に掲げる事務をつかさどる。  

(1) 都道府県障害者計画に関し，第９条第５項（同条第九項において準用する場合を含

む。）に規定する事項を処理すること。  

(2) 当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要

な事項を調査審議すること。  

(3) 当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互

の連絡調整を要する事項を調査審議すること。  

３ 都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会の組織及び運営に関し必要な事項は，条

例で定める。  

４ 市町村（指定都市を除く。）は，条例で定めるところにより，地方障害者施策推進協議会

を置くことができる。  

５ 第２項及び第３項の規定は，前項の規定により地方障害者施策推進協議会が置かれた場

合に準用する。この場合において，第２項中「都道府県に」とあるのは「市町村（指定都

市を除く。）に」と，同項第１号中「都道府県障害者計画」とあるのは「市町村障害者計画」

と，「第９条第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）」とあるのは「第９条第６

項（同条第９項において準用する場合を含む。）」と，第３項中「都道府県」とあるのは「市

町村（指定都市を除く。）」と読み替えるものとする。  

 

 

 

○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（抜粋） 

（昭和25年法律第123号）  

 

 

(地方精神保健福祉審議会) 

第９条 精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項を調査審議させるため，都道府県は，

条例で，精神保健福祉に関する審議会その他の合議制の機関(以下「地方精神保健福祉審議

会」という。)を置くことができる。 

２ 地方精神保健福祉審議会は，都道府県知事の諮問に答えるほか，精神保健及び精神障害

者の福祉に関する事項に関して都道府県知事に意見を具申することができる。 

３ 前２項に定めるもののほか，地方精神保健福祉審議会の組織及び運営に関し必要な事項

は，都道府県の条例で定める。 
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○ 老人福祉法（抜粋） 

（昭和38年法律第133号）  

 

 

（市町村老人福祉計画） 

第20条の８ 市町村は，地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第４項の基本構想に即

して，老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」という。）

の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとす

る。 

２ 市町村老人福祉計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1)  当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事業の量の目標 

(2)  前号の老人福祉事業の量の確保のための方策 

(3)  その他老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項 

３ 市町村は，前項第１号の目標（老人居宅生活支援事業，老人デイサービスセンター，老

人短期入所施設及び特別養護老人ホームに係るものに限る。）を定めるに当たつては，介護

保険法第117条第２項第１号に規定する介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

（同法に規定する訪問介護，通所介護，短期入所生活介護，夜間対応型訪問介護，認知症

対応型通所介護，小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活介護，地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護及び介護福祉施設サービス並びに介護予防訪問介護，介護予

防通所介護，介護予防短期入所生活介護，介護予防認知症対応型通所介護，介護予防小規

模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係るものに限る。）を勘案し

なければならない。 

４ 厚生労働大臣は，市町村が第２項第１号の目標（養護老人ホーム，軽費老人ホーム，老

人福祉センター及び老人介護支援センターに係るものに限る。）を定めるに当たつて参酌す

べき標準を定めるものとする。 

５ 市町村老人福祉計画は，当該市町村の区域における身体上又は精神上の障害があるため

に日常生活を営むのに支障がある老人の人数，その障害の状況，その養護の実態その他の

事情を勘案して作成されなければならない。 

６ 市町村老人福祉計画は，介護保険法第117条第１項に規定する市町村介護保険事業計画

と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 市町村老人福祉計画は，社会福祉法第107条に規定する市町村地域福祉計画その他の法

律の規定による計画であつて老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたもの

でなければならない。 

８ 市町村は，市町村老人福祉計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，都

道府県の意見を聴かなければならない。 

９ 市町村は，市町村老人福祉計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを都道府

県知事に提出しなければならない。 
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○ 介護保険法（抜粋） 

（平成９年法律第123号）  

 

 

（市町村介護保険事業計画）  

第117条 市町村は，基本指針に即して，３年を１期とする当該市町村が行う介護保険事業

に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を

定めるものとする。  

２ 市町村介護保険事業計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。  

(1) 当該市町村が，その住民が日常生活を営んでいる地域として，地理的条件，人口，交

通事情その他の社会的条件，介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状

況その他の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症

対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ご

との量の見込み並びにその見込量の確保のための方策 

(2) 各年度における地域支援事業に要する費用の額並びに地域支援事業の量の見込み及び

その見込量の確保のための方策 

(3) 指定居宅サービスの事業，指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護支援の事

業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（介護給

付に係るものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項 

(4) 指定介護予防サービスの事業，指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護

予防支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サー

ビス（予防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図る

ための事業に関する事項 

(5) その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市町村が必要と認める

事項  

３ 市町村介護保険事業計画は，当該市町村の区域における要介護者等の人数，要介護者等

の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して作成されなければ

ならない。  

４ 市町村介護保険事業計画は，老人福祉法第28条の８第１項 に規定する市町村老人福祉

計画と一体のものとして作成されなければならない。  

５ 市町村介護保険事業計画は，社会福祉法第107条 に規定する市町村地域福祉計画その他

の法律の規定による計画であって要介護者等の保健，医療又は福祉に関する事項を定める

ものと調和が保たれたものでなければならない。  

６ 市町村は，市町村介護保険事業計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，

被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

７ 市町村は，市町村介護保険事業計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，

都道府県の意見を聴かなければならない。  

８ 市町村は，市町村介護保険事業計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを都

道府県知事に提出しなければならない。 
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○ 障害者自立支援法（抜粋） 

（平成17年法律第123号）  

 

 

（市町村障害福祉計画）  

第88条 市町村は，基本指針に即して，障害福祉サービス，相談支援及び地域生活支援事業

の提供体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとす

る。 

２ 市町村障害福祉計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見込

み 

(2) 前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のた

めの方策 

(3) 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

(4) その他障害福祉サービス，相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制の確保

に関し必要な事項  

３ 市町村障害福祉計画は，当該市町村の区域における障害者等の数，その障害の状況その

他の事情を勘案して作成されなければならない。 

４ 市町村障害福祉計画は，障害者基本法第９条第３項に規定する市町村障害者計画，社会

福祉法第107条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障

害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

５ 市町村は，市町村障害福祉計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

６ 障害者基本法第26条第４項の地方障害者施策推進協議会を設置する市町村は，市町村障

害福祉計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，当該地方障害者施策推進

協議会の意見を聴かなければならない。 

７ 市町村は，市町村障害福祉計画を定め，又は変更しようとするときは，あらかじめ，都

道府県の意見を聴かなければならない。 

８ 市町村は，市町村障害福祉計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを都道府

県知事に提出しなければならない。 
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○ 健康増進法（抜粋） 

（平成14年法律第103号）  

 

 

（都道府県健康増進計画等） 

第８条 都道府県は，基本方針を勘案して，当該都道府県の住民の健康の増進の推進に関す

る施策についての基本的な計画（以下「都道府県健康増進計画」という。）を定めるものと

する。 

２ 市町村は，基本方針及び都道府県健康増進計画を勘案して，当該市町村の住民の健康の

増進の推進に関する施策についての計画（以下「市町村健康増進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

３ 都道府県及び市町村は，都道府県健康増進計画又は市町村健康増進計画を定め，又は変

更したときは，遅滞なく，これを公表するものとする。 

４ 国は，都道府県健康増進計画又は市町村健康増進計画に基づいて住民の健康増進のため

に必要な事業を行う都道府県又は市町村に対し，予算の範囲内において，当該事業に要す

る費用の一部を補助することができる。 

 

 

 

○ 身体障害者福祉法（抜粋） 

（昭和24年法律第283号）  

 

 

（身体障害者手帳） 

第15条 身体に障害のある者は，都道府県知事の定める医師の診断書を添えて，その居住地

（居住地を有しないときは，その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請

することができる。但し，本人が15歳に満たないときは，その保護者（親権を行う者及び

後見人をいう。ただし，児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号又は

第27条の２の規定により里親に委託され，又は児童福祉施設に入所した児童については，

当該里親又は児童福祉施設の長とする。以下同じ。）が代わつて申請するものとする。 

２ 前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは，厚生労働大臣の定めるところに

従い，かつ，その指定に当たつては，社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に関す

る審議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴かなけ

ればならない。 



 氏      名         役　　　職　　　等 兼任状況

岩　城　和　代 学識経験者（法曹界）　 高齢

大　石　修　二 市議会議員 障がい

川　口　　　浩 社会福祉事業従事者（地域福祉）

田　代　倫　子 学識経験者（男女共同参画） 民生委

多　田　安　幸 学識経験者（自治協議会） 民生委

長　柄　　　均 学識経験者（医師会）　 高齢

鳩　野　洋　子 学識経験者（地域看護学） 高齢

林　田　正　統 社会福祉事業従事者（地域福祉） 高齢

松　﨑　百合子 学識経験者（男女共同参画）

矢　田　信　浩 学識経験者（雇用関係）

山　口　昌　子 社会福祉事業従事者（民生委員） 障がい･民生委

笠　　　魁　三 学識経験者（公民館） 民生委

石　田　重　森 学識経験者（社会保障）

岩　城　和　代 学識経験者（法曹界）　 地域

浦　田　　　裕 学識経験者（マスコミ）

大　木　麻美子 社会福祉事業従事者（老施協代表）

古　賀　清　惠 学識経験者（高齢者） 民生委

齊　藤　定　敏 社会福祉事業従事者（老人クラブ） 民生委

戸部田　浩　一 学識経験者（雇用施策等）

中　山　郁　美 市議会議員

長　柄　　　均 学識経験者（医師会）　　 地域

野　尻　旦　美 市議会議員　 民生委

鳩　野　洋　子 学識経験者（地域看護学） 地域

林　田　正　統 社会福祉事業従事者（地域福祉） 　 地域

廣津留　・　子 社会福祉事業従事者（事業者協議会代表）

水　城　四　郎 市議会議員

安　川　　　仁 学識経験者（民間企業）

大　石　修　二 市議会議員 地域

大　神　朋　子 学識経験者（法曹界）　

河　野　正　美 学識経験者（精神保健）　  

吉　良　潤　一 学識経験者（神経内科医）            

柴　田　瑠美子 学識経験者（小児科医）

友　納　博　美 市議会議員　　　　　　　

中　原　義　隆 社会福祉事業従事者（身体障がい者）

南　里　勝　利 学識経験者（商工会議所）

納　富　恵　子 学識経験者（障がい児医学）

野　口　幸　弘 学識経験者（社会福祉学）

藤　吉　和　彦 社会福祉事業従事者（知的障がい者） 民生委

宮　本　政　智 社会福祉事業従事者（精神障がい者）・支援団体

山　口　昌　子 社会福祉事業従事者（民生委員） 地域･民生委

古　賀　清　惠 学識経験者（高齢者） 高齢

齊　藤　定　敏 社会福祉事業従事者（老人クラブ） 高齢

田　代　倫　子 学識経験者（男女共同参画） 地域

多　田　安　幸 学識経験者（自治協議会） 地域

野　尻　旦　美 市議会議員 高齢

藤　吉　和　彦 社会福祉事業従事者（知的障がい者） 障がい

山　口　昌　子 社会福祉事業従事者（民生委員） 地域･障がい

笠　　　魁　三 学識経験者（公民館） 地域

民生委員審査
(８人)

障がい者保健福祉
（13人）

福岡市保健福祉審議会　専門分科別委員名簿（平成21年１月21日現在）

地域保健福祉
（12人）

専門分科会

高齢者保健福祉
（15人）

（任期：平成21年１月21日～平成24年１月20日）　
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